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2025年３月期業績概要

前期比増収増益、売上高は期初計画も上回る成長

売上高 671億円（前期比＋8.3%） ４Qは会計期間の過去最高を更新

営業利益 88億円（前期比＋10.8%） 前期比二桁増の大幅成長

• 半導体関連事業は堅調な需要が続いたうえ、すべての受注案件において顧客要求納期に
対応できたことで増収増益を達成

• 医療・健康機器事業は欧州を中心に売上が好調で増収。一方、海外での人件費などの増
加により営業利益は減少

• 計測・計量機器事業は国内での計量機器需要の持ち直しおよび国内・米州におけるDSP
機器の好調から増収増益

2025年３月期 決算説明会レポート

Summary

証券コード：７７４５
東証プライム市場

長期ビジョン２０３４

『Sensing the Future ～「はかる」を究め、世界を支える～』

2035年3月期の売上高1,500億円、営業利益300億円を目指す

• ５つの基本戦略をもとに、これまでの「はかる」にこだわりを持ちつつ、マーケット
目線を最重視した戦略を展開



Ａ＆Ｄホロンホールディングス
IRサイトはこちらから

2026年３月期配当予想

2026年３月期の年間配当予想は2025年３月期から10円増配し50円を
予定（中間配当25円、期末配当25円）

2026年３月期業績予想

各事業の戦略およびグループ機能強化のための施策を推進することで
引き続き増収増益を計画

売上高 700億円（前期比＋4.3%）

営業利益 95億円（前期比＋7.8%）

• 計測・計量機器事業、医療・健康機器事業において成長を見込む

• 米国関税政策の影響については動向を注視しつつ適切に対応

中期経営計画（2026年3月期~2028年3月期）

「事業価値の再定義と基盤の再構築」をテーマに、2028年3月期の売
上高800億円、営業利益117億円達成を目指す

• グローバルシェアの拡大および新製品開発の推進などにより、各事業の成長を図る

• 株主資本コストを意識した経営資源の配分と積極的な投資家との対話により、エクイ
ティスプレッドを拡張

• 持続的な成長に向け、戦略投資およびイノベーションのための開発投資と株主還元を
実施

https://andholon.com/ir/


株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス
代表取締役 森島 泰信 でございます。

本日は大変お忙しい中、当社決算説明会にご参加いただきまして誠にありが
とうございます。

それでは2025年3月期決算についてご説明いたします。
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今回の説明内容のサマリーでございます。

2025年3月期の実績は、売上高が671億円で前期比8.3%の増加、営業利益が
88億円で前期比10.8%の増加と増収増益でした。

今回は、長期ビジョン２０３４及び新中期経営計画を策定しましたので、の
ちほど概要をご説明いたします。

最後に、2026年3月期の業績予想についてもご説明いたします。
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まず、2025年3月期の決算概要についてご説明いたします。
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売上高は670億8,300万円で前期比8.3%の増加、営業利益は88億1,300万円で
前期比10.8%の増加、当期純利益は64億6,800万円で前期比22.1％の増加で
終えることができました。

全体では、半導体関連事業及び計測・計量機器事業の売上が大きく貢献しま
した。
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四半期会計期間の売上高および営業利益について、過去4期の推移を含めて
ご説明いたします。

2025年3月期の第4四半期売上高は189億6,400万円と、前期に比べて8.4%の
増加で、四半期としては過去最高の売上を計上することができました。

営業利益は27億5,900万円となりました。これは第4四半期の営業利益として
過去2期とほぼ同水準となっております。
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売上高を地域別に見ますと、日本、米州、欧州、アジア・オセアニアの各エ
リアで売上高を伸ばすことができております。中でも米州で前期比12.4%増、
アジア・オセアニアで前期比15.0%増と、大きく伸ばすことができました。
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営業利益の増減要因分析でございます。

販売面の影響としては、半導体関連事業と計測・計量機器事業の貢献が大き
く、19億7,100万円のプラス要因となりました。

一方、原価変動の影響については、原価率が前年度に比べて若干改善してお
りますが、為替による原価増が大きく、4億9,700万円のマイナス要因となっ
ております。

諸経費増減による影響については、海外での販売強化策に関する人件費や新
製品開発に伴う試験研究費の増加が大きく、諸経費全体では13億9,700万円
営業利益を押下げる結果となりました。

為替の影響については7億8,100万円のプラス要因となりました。

以上のことから、全体では前期比8億5,700万円増加の88億1,300万円となり
ました。
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セグメント別業績についてご説明いたします。
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売上高は、全セグメントにおいて増加しました。特に半導体関連事業が前期
比19.0％増、計測・計量機器事業も9.3％増と大きく伸ばしました。

営業利益については、計測・計量機器事業において前期比53.4％増と非常に
大きな収益性の改善実績となりました。
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半導体関連事業でございます。

2025年3月期の売上高は122億9,500万円で、前期から大きく増加しておりま
す。

営業利益については前期比8.9%増ではあるものの、利益率は下がりました。
これは、現在進めている新製品の研究開発費などが影響したためです。

期末の受注残高は97億9,400万円と、前年度とほぼ同等の水準となっており
ます。
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医療・健康機器事業でございます。

2025年3月期の売上高は241億2,200万円となりました。内訳としては、医療
機器が46億6,600万円、健康機器が194億5,500万円となっております。
地域別では、欧州で前期比10.0％増と大きく伸長しました。

営業利益については、海外での営業力強化策に伴う人件費や販売促進費と
いった販管費増加の影響を受け、前年度をわずかに下回りました。
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計測・計量機器事業でございます。

2025年3月期の売上高は306億6,500万円となりました。DSP機器の売上高は
前期比15.0％増の105億2,700万円となり、この事業では初めて100億円を超
え、セグメント業績に大きく寄与しました。

営業利益は27億400万円で、前期比53.4％の増加となりました。全体的なコ
スト削減に加え、見積・受注から生産まで含めたプロセスを標準化し、効率
の良い事業形態へ変化できたことが、大きな利益改善に繋がったと考えてお
ります。

期末の受注残高は前期からやや増加し、62億7,100万円となりました。
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売上高の事業別構成比でございます。

全体の構成比は大きく変わっておりませんが、半導体関連事業の割合が
16.7％から18.3%と高くなってきております。
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長期ビジョン２０３４についてご説明いたします。
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2022年にエー・アンド・デイとホロンが経営統合し、ホールディングス体
制となりましたが、グループ全体がより一体感を持って統合効果を促進させ、
長期的な成長を実現できる企業を目指すため、この度、長期ビジョン２０３
４を策定しました。

長期ビジョンのスローガンは『Sensing the future ～「はかる」を究め、世
界を支える～』としました。これまでの「はかる」技術に対するこだわりは
持ちつつ、マーケット目線を最重要視していくことを今後10年間のテーマと
して設定しております。

創業以来、当社は「はかる」技術を磨いてまいりました。「はかる」技術を
グローバルに展開し、社会や産業の高度化及び発展に寄与する企業でありた
いとの想いを込めております。
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長期ビジョンを実現する上で、5つの基本戦略を設定しました。

1つ目は、社会課題解決に向けた事業ポートフォリオの改革です。事業環境
が大きく変わるなか、当社の事業内容を常に見直し、ポートフォリオを改革
していくことで成長を実現させていきます。

2つ目は、マーケットインによる顧客への価値提供ができるビジネスモデル
への転換です。マーケットインの視点を重視し、それに基づき事業モデルを
展開していくことで、成長を実現させていきます。

3つ目は、“「はかる」を究め、世界を支える”を実現する新たな開発・生産
機能の構築です。これまでプロダクトアウトで成長してきた強みを活かしつ
つ、マーケットインの視点も併せ持ち、開発・生産機能を強化していくこと
で事業のより効率的な成長を実現させていきます。

4つ目は、ポートフォリオマネジメントの高度化です。ROICの考え方を導入
し、投資の最適化、事業の再構築、さらに縮小・撤退まで検討できるマネジ
メントを行っていきます。

5つ目は、サステナビリティ経営の推進です。サステナビリティ方針の実現
に向けて、設定したマテリアリティへの取り組みを推進していきます。
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長期ビジョンでは、成長モデルとして3ステップに分け、経営目標を設定し
ています。

まずSTEP1の直近3年間は「事業価値の再定義と基盤の再構築」を行う段階
と位置付けました。

STEP2の3年間では、事業戦略を推進しグローバルシェアを拡大する中で、
売上高1,000億円規模の企業を目指します。

STEP3では、新たな事業を確立していくことで更なる飛躍を目指します。

この3ステップで、2034年度に売上高1,500億円、営業利益300億円を目指し
ていきます。
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続いて、中期経営計画についてご説明いたします。

18



今期からの3ヵ年における中期経営計画のテーマは「事業価値の再定義と基
盤の再構築」としました。この3年間において既存事業をあらためて見つめ
直すとともに、経営基盤を強化していきます。

グローバルマーケティング機能の構築や事業ポートフォリオマネジメントの
運用などを行っていくことで3年間の計画達成を目指します。

19



具体的な数値目標として、中期経営計画の最終年度である2028年3月期には、
売上高800億円、営業利益117億円を計画しております。

各事業や各機能の取り組みを推進し計画達成を目指していきます。
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セグメントごとの計数計画でございます。

中期経営計画の最終年度である2028年3月期の数値目標は、半導体関連事業
が売上高140億円、営業利益47億円、計測・計量機器事業が売上高373億円、
営業利益42億円、医療・健康機器事業が売上高287億円、営業利益50億円を
計画しております。

長期ビジョンからバックキャストの考え方で設定した各事業の戦略を実行し
ていくことで計画達成を目指します。
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各事業別の戦略についてご説明いたします。

各事業において「グローバルシェア拡大」と「新製品開発推進」を共通の戦略とし
ております。

半導体関連事業については、エー・アンド・デイとホロンの技術融合を図りながら、
先端技術を強化していきます。既に次世代CD-SEMを開発中ですが、その他の開発
テーマも進めていきます。将来的な事業成長に向けて新製品開発に注力していきま
す。

計測・計量機器事業については、カーボンニュートラルの実現に向けた社会全体の
流れのなか、今後エネルギーシフトがますます進展していきます。そのような環境
の変化に対応できるような新製品開発を強化していきます。

医療・健康機器事業については、地球規模での高齢化が進むなか、血圧計等の医
療・健康機器は今後も需要が伸びていくと考えられます。医療DX向けの新製品や
ソリューションをグローバルに展開していきます。また、産学連携によるイノベー
ション機器の開発も推進していく方針です。
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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応についてご説明いたし
ます。

当社の株主資本コストは約9.5%～10.5%と推計しております。ここ数年にわ
たりROEは15%以上を継続してきました。今後も積極的に先行投資を行いつ
つ、株主資本コストを上回るROEの維持を目指してまいります。

また、IR活動においては、投資家の皆様との意見交換など、コミュニケー
ションの強化を通じて当社の考え方をご理解いただけるよう努めてまいりま
す。
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キャッシュアロケーションについてご説明いたします。

今後3年間で、500億円の営業キャッシュフローを創出する計画です。

このうち、研究開発投資の資金として220億円を予定しております。当社に
とって、新技術・新製品の開発は将来の成長を支える重要な源泉であると考
えていることから、引き続き研究開発投資には注力してまいります。

また、今後の成長投資として、M&Aを含む戦略的投資のために150億円を見
込んでおります。

株主還元については、2028年3月期には配当性向を30%とする方針でござい
ます。
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2026年3月期の業績予想についてご説明いたします。
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2026年3月期の業績予想は、売上高700億円、営業利益95億円、当期純利益
65億円を計画しております。

なお、米国の関税政策による世界経済への影響や各事業への影響が考えられ
ますが、現時点ではまだ具体的な見通しができる状況ではなく、開示した数
値はこれらの影響を織り込んでいないものとなります。
万が一大きな影響が生じるようであれば、内容を精査した上で、適時適切に
開示し説明を行ってまいります。
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各セグメントの2026年3月期の計画でございます。

半導体関連事業は、減収減益の計画となっておりますが、これは直近の需要
動向を踏まえてのものです。なお、今期の計画においては、新製品の寄与は
含めておりません。新製品については、来期以降の貢献を見込んでおります。

計測・計量機器事業は、全体で前期比8.6％の増収を見込んでおります。
DSP機器については、各自動車メーカーの開発投資状況や受注残高なども踏
まえつつ、増収を計画しております。
また計量機器についても、北米などの海外販売強化や新製品の上市によって
業績拡大を見込んでおります。

医療・健康機器事業は、全体で前期比7.8％の増収を計画しております。昨
年北米で上市した新製品の展開などを強化することによって業績拡大を図っ
ていきます。

全体としては、前期比4.3％の増収、前期比7.8%の増益を見込んでおります。
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株主還元についてご説明いたします。
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中期経営計画では、最終年度である2028年3月期に配当性向を30%にすると
示しました。2026年3月期においては前期の40円から10円上乗せし、年間50
円の配当を予定しております。
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最後に、当社は長年培ってきた「はかる」技術を社会に提供している企業で
ございます。科学技術の発展や産業の高度化、人々の健康な生活への寄与等、
重要な役割を担っていると考えております。
引き続き、持続可能な社会の構築にグローバルに貢献する企業を目指してま
いります。

以上をもちまして、2025年3月期決算説明を終わります。
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